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平成 25 年度 厚生労働科学研究費補助金（がん臨床研究事業） 

総括研究報告書 

 

地方自治体および地域コミュニティー単位の子宮頸がん予防対策が 
若年女性の意識と行動に及ぼす効果の実効性の検証 

 

研究代表者：宮城 悦子 横浜市立大学附属病院 化学療法センター長 准教授 

研究要旨 

本研究では、横浜市と神奈川県を中心とした行政および地域コミュニティー単位の子宮

頸がん予防対策の現状の動的な分析を行った。神奈川県における子宮頸がんの罹患・死亡

数の変化の動向では、浸潤がんにおいて減少はなく横ばいであり、上皮内がんの罹患登録

数は観察期間中 30 歳以上の年齢層で増加していた。子宮がん検診についての市町村担当者

アンケートの解析で、自治体主体の検診で個人通知を行いかつ検診無料クーポン券使用の

再勧奨を実施している 7 自治体における全体の検診受診率の伸びが目立ったが、クーポン

単独での長期効果は得られなかった。政令指定都市である横浜市と相模原市両市の子宮頸

がん予防対策アウトカムでは、検診受診者における初診者の割合は両市とも 20 歳代が 73

～74％，30 歳代が 44～53％と若年者が高齢者に比較して高率であり、クーポン券配布によ

る効果の可能性が考えられた。また両市とも 2009 年度、2010 年度と伸びてきたクーポン券

による受診率が 2011 年度で低下していたが、横浜市では大学生のピアサポーターの活動に

より 20 歳、25 歳の 2012 年度の受診率が上昇していた。両市の対象学年の HPV ワクチン公

費接種率は 70〜80％と高かった。休日検診の実施が検診対象者に与える効果と有用性につ

いての検討では、検診体制の異なる 2 施設の土曜検診の効果の検証で、検診センターでの

施設検診を行っている施設は平日と比較して若年受診者・不定期受診者が多く、要精検率・

頸がん発見率も高かったが、バス検診を行っている施設の休日検診では若年受診者の比率

は他の年代と差がなく、要精検率・頸がん発見率は平日と差を認めなかった。2013 年度大

学新入生女子および 3年生を対象に自己記入式アンケート調査を行い 2011年度からの 3年

間の変化を検討した研究で、HPV ワクチン接種率は 2013 年度の新入生では公費助成対象者

を含むため著しく増加していたが、頸がん検診の認知度は低下していた。本研究事業の周

知を目的として開設した「横浜・神奈川子宮頸がん予防プロジェクトホームページ(HP)」

とフェイスブック（FB）のバナー広告のソーシャルネットワークサイト（以下 SNS）を活用

し、16歳〜35 歳の神奈川県在住の女性をターゲットとする若年女性を SNS から一定期間に

調査研究へ勧誘しアンケート調査を実施することが可能かについて検討したところ、約 200

名の対象女性がアンケート調査の回答を完了した。子宮頸がんの検診受診率が低いわが国

では HPV ワクチンの導入による効果が期待されていたが、2013 年 6 月より定期接種による

HPV ワクチンの接種の積極的勧奨が副反応の精査のために中止されている。今後は問題とな

っている副反応に対する適切な情報提供と診療体制が構築された上で、検診とワクチン接

種を統合した包括的な子宮頸がん予防体制の構築が必要である。 



2 
 

 

研究分担者氏名・所属機関及び職名 

（五十音順） 

大重 賢治 

横浜国立大学・保健管理センター・教授 

加藤 久盛 

神奈川県立がんセンター・婦人科・部長   

水嶋 春朔 

横浜市立大学大学院・医学研究科・ 

疫学・公衆衛生学・教授 

平原 史樹 

横浜市立大学大学院・医学研究科・ 

生殖生育病態医学・教授 

 

研究協力者氏名・所属機関及び職名 

（五十音順） 

新井 涼子 

横浜市立大学・国際総合科学部・学生 

安藤 紀子 

横浜市立市民病院・産婦人科・担当部長 

岩田 眞美 

横浜市健康福祉局・健康安全課・ 

担当部長 

臼井 雅美 

横浜市立大学・医学部看護学科・准教授 

岡本 直幸 

神奈川県立がんセンター臨床研究所・ 

がん予防・情報学部・特任研究員 

金子 徹治 

横浜市立大学大学院・医学研究科・ 

臨床統計学・疫学・ 

先端医科学研究センター・特任助手 

藏本 博行 

神奈川県予防医学協会・婦人検診部 

坂梨 薫 

関東学院大学・看護学部看護学科・教授 

 

佐治 晴哉 

小田原市立病院・産婦人科・担当部長 

佐藤 美紀子 

横浜市立大学附属病院・産婦人科・講師 

上坊 敏子 

社会保険相模野病院・婦人科・ 

腫瘍センター長 

助川 明子 

横浜市立大学・医学部産婦人科・ 

客員研究員 

田栗 正隆 

横浜市立大学学術院 

医学群臨床統計学・疫学・助教 

時長 亜弥 

横浜市立大学大学院・医学研究科・ 

生殖生育病態医学・博士課程 

沼崎 令子 

横浜市立大学・医学部産婦人科・講師 

元木 葉子 

横浜市立大学大学院・医学研究科・ 

生殖生育病態医学・博士課程 

森田 智視 

横浜市立大学附属市民総合医療センタ

ー・大学院・医学研究科・臨床統計学・疫

学・教授 

 

協力団体 

神奈川県・神奈川県教育委員会・神奈川県

産科婦人科医会・公益財団法人神奈川県

予防医学協会・NPO 法人キャンサーネットジ

ャパン・子宮頸がん征圧をめざす専門家会

議・公益財団法人日本対がん協会・横浜市

健康福祉局・公立大学法人横浜市立大学・

横浜国立大学・関東学院大学・社団法人リ

ボンムーブメント  

  



3 
 

A. 研究目的 
1. 子宮頸がん発症年齢の若年化の検証に

関する研究（水嶋、元木、金子、加藤、岡

本） 

子宮頸がんに関し現在利用可能なデー

タから、子宮頸がんの罹患・死亡が年齢階級

別に異なる特徴があるかを分析した。また原

発部位が子宮体部か子宮頸部かわからない

子宮がん（以下、「子宮がん（未分類）」）と診

断される経緯や再分類可能性についても、

実態調査を行った。 

2. 神奈川県における子宮頸がん検診に関

わる個人履歴把握の実態についての研

究―子宮頸がん検診についての市町村

担当者アンケートから―（加藤、佐治、元

木、岡本） 

前年度、市町村の担当部署が対象者の

検診履歴の把握をどのように行っているか、

特に個人通知と再勧奨の実態について注目

したアンケート調査を行い、改めて個別勧

奨・再勧奨の重要性が確認された。市町村

の担当部署が対象者の検診履歴を迅速か

つ正確に把握できているかその現状を明ら

かにし、経時的変化の解析を加えることで今

後の介入研究を見据えた基礎データを構築

する事を目的とし詳細な分析を行う事を目的

とした。 

3. 政令指定都市 横浜市・相模原市におけ

る子宮頸がん予防対策とそのアウトカム

についての研究概要（平原、沼崎、上坊、

岩田、金子、佐藤、元木、新井） 

政令指定都市である横浜市と相模原市

両市の子宮頸がん予防対策の現状の比較

分析より、将来的な検診と HPV ワクチンを統

合した子宮頸がん予防戦略の課題を明らか

にすることを目的とした。 

 

4. 子宮頸がん検診の若年受診者増加への

取り組み―2施設における平日検診と休

日検診の比較－（平原、時長、安藤、藏

本、佐藤、金子、元木） 

昨年度、横浜市立市民病院がん検診セ

ンターの土曜検診の状況を解析し、平日受

診者と比較して土曜検診受診者の方が若年

層および不定期受診者の占める割合が高く、

その結果、頸がん発見率が有意に高かった

ことを報告した。本年度は、横浜市立市民病

院がん検診センターに加え、休日診療を実

施している神奈川県予防医学協会の動向も

含めて、平日検診と休日検診を比較し、休

日検診の実施が頸がん検診効率の最も良い

若年層の不定期受診者を増加させ、頸がん

発見に寄与するかを検討した。 

5. 女子大学生の子宮頸がん予防と行動に

関する研究－定点モニタリングのデータ

解析、2011 年度からの 3年間の比較－

（大重、坂梨、臼井、助川、新井） 

子宮頸がん予防の中心的対象となる若

年者が子宮頸がん予防に対しどのような知

識や考え方を持つか、ワクチンの接種率は

どの程度か、子宮頸がん検診受診率はどの

程度かを経年的に調査し、子宮頸がん予防

の促進因子をあきらかにすることで、今後の

普及活動の基礎データとすることを目的とし

た。 

6. ソーシャルネットワークサイトを用いた若

年女性の子宮頸がん予防意識•行動調

査に関する研究（宮城、元木、佐藤、森

田、田栗、平原） 

3 年間の本研究事業の全体像を一般市

民や行政関係者に周知するために、2011 年

度に立ち上げた「横浜・神奈川子宮頸がん

予防プロジェクト」の呼称のホームページ（以

下 HP）サイトとフェイスブック（以下 FB）のソ
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ーシャルネットワークサイト（以下 SNS）上の

バナー広告を活用し、ターゲットとする若年

女性をSNSから一定期間に調査研究へ勧誘

し、子宮頸がん予防に関する調査研究を行

うことが可能か明らかにすることを目的とし

た。 

 

B. 研究方法 
1. 子宮頸がん発症年齢の若年化の検証に

関する研究（水嶋、元木、金子、加藤、岡

本） 

今回調査では、神奈川県悪性新生物登

録データ（非公開）を用いて以下の調査を行

った。 

1985年 1月 1日～2011年 12月 31日の

間に登録されている「子宮頸がん」の、年齢

階級別罹患数・死亡数の推移を調査した。 

1998年 1月 1日～2008年 12月 31日の

登録症例のうち、「子宮がん（未分類）」と登

録されていた症例について遡り調査と分析

を行った。 

2. 神奈川県における子宮頸がん検診に関

わる個人履歴把握の実態についての研

究―子宮頸がん検診についての市町村

担当者アンケートから―（加藤、佐治、元

木、岡本） 

2012 年に個人検診履歴把握の実態調査

のため神奈川県内 33 市町村の検診担当部

署に対しアンケート調査を郵送した。無料ク

ーポン券事業と通常検診業務に分けた上で、

個別勧奨と未受診者へ再勧奨の有無に特

に注目し、2013 年度も引き続き調査を行い、

経時的変化に着目した。また、個別勧奨以

外に行われている広報の方法、検診対象者

および受診者の台帳の有無と内容項目･管

理体制、今後、通常検診の個人通知や再勧

奨の実施予定があるか否か、将来的に対応

可能なことを再勧奨の視点から調査した。 

3. 政令指定都市 横浜市・相模原市におけ

る子宮頸がん予防対策とそのアウトカム

についての研究概要（平原、沼崎、上坊、

岩田、金子、佐藤、元木、新井） 

横浜市・相模原市における子宮頸がん行

政検診と受診状況の比較検討分析を行い、

女性特有のがん検診推進事業による検診受

診率増加効果も検討した。また、両市におけ

る HPV ワクチン公費助成による接種体制と

接種状況の分析を行い、接種率に影響する

要因を解析した。 

4. 子宮頸がん検診の若年受診者増加への

取り組み―2施設における平日検診と休

日検診の比較－（平原、時長、安藤、藏

本、佐藤、金子、元木） 

対象は、2006 年 4 月から 2012 年 3 月ま

でに横浜市立市民病院がん検診センターの

任意検診（人間ドック型施設検診・以下施設

検診）で頸がん検診を受診した 16,619 人と

神奈川県予防医学協会で実施している移動

式の自治体による検診（以下バス検診）を受

診した 132,988 人、計 149,607 人とした。検

査方法は、子宮頸部擦過細胞診（従来法）

で、要精密検査の対象は細胞診で class Ⅱ

（日母分類）かつ核腫大を伴う、2010 年 1 月

以降は ASC-US（ベセスダ分類）以上とされ

ていた。20～49 歳の若年層の割合、非定期

受診の割合、要精検率、頸がん（上皮内が

ん含む）発見率について後方視的に検討し

た。 

5. 女子大学生の子宮頸がん予防と行動に

関する研究－定点モニタリングのデータ

解析、2011 年度からの 3年間の比較－

（大重、坂梨、臼井、助川、新井） 

本年度は、横浜国立大学および横浜市

立大学医学部で、2013 年 4 月に入学した女
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子学生および2011年4月に本調査に参加し

た当時の新入生（2011 年度入学時）で現在

3 年生（2013 年度 3 年次）となっている女子

学生を対象とした。無記名自己記入式のア

ンケートを用いて、HPV ワクチン接種歴、検

診受診歴について調査を行った。また、子宮

頸がん・HPV ワクチン・子宮頸がん検診に関

する質問を各 10 問設定し、子宮頸がん予防

に関する知識を調査した。また、2013年度は、

ワクチン接種の状況をより詳細に調査した。

本分担研究は 2011 年度から開始しており、 

2011 年度、2012 年度の新入生にすでに同

アンケートを実施しており、2011年度からの3

年間の比較検討を行った。また、2011 年度

新入生の入学時と同学生の 2 年後（2013 年

度3年次）、同様のアンケート調査を施行し2

年間での変化を比較検討した。  

6. ソーシャルネットワークサイトを用いた若

年女性の子宮頸がん予防意識•行動調

査に関する研究（宮城、元木、佐藤、森

田、田栗、平原） 

研究同意時点で 16 歳～35 歳の神奈川

県在住の女性で、横浜・神奈川子宮頸がん

予防プロジェクトHPまたはFB上の研究参加

勧誘のバナーより研究用ウェッブサイトにア

クセスし、参加登録した女性に研究事務局よ

り文書による研究参加の同意書を郵送した。

その後、文書による同意が得られた者に対し

て、独立したアンケートサイトへの誘導を E メ

ールにて行い、期間内の回答数と参加者の

背景、頸がん予防意識と行動を調査した。 

 

C. 研究結果 
1. 子宮頸がん発症年齢の若年化の検証に

関する研究（水嶋、元木、金子、加藤、岡

本） 

子宮頸がんの罹患数は、神奈川県地域

がん登録データが利用可能な1985年以降、

浸潤がんにおいて減少はなく横ばいであり、

上皮内がんの罹患登録数は観察期間中 30

歳以上の年齢層で増加していた。また、「子

宮がん（未分類）」の再分類は、対象とした期

間中の 730例中 608 例（82.5％）の調査票を

回収したところ、実際は子宮頸がんであった

ものが 92 例(12.6%)であった。 

2. 神奈川県における子宮頸がん検診に関

わる個人履歴把握の実態についての研

究―子宮頸がん検診についての市町村

担当者アンケートから―（加藤、佐治、元

木、岡本） 

無料クーポン事業と、無料クーポンを除

いたこれまで通りの通常検診で、未受診者

に対する個人通知という形での再勧奨率を

比較すると、無料クーポン事業では 43%

（13/30）、通常検診では 0%（0/30）と有意な

差がみられた。また、未受診者や対象者へ

個人通知する場合、一部に留まり全員に行

っていない市町村が、無料クーポン券事業

で 4 市町村、通常検診でも 7 市町村あること

が判明した。再勧奨を行っていない理由とし

て、人手・予算不足の他に、市町村担当者

が現状把握に不可欠な受診者リストが未整

備であるからと回答した市町村は 24%(7/30)

と県内 1/4 にのぼった。通常検診において

受診者リストは 87%の市町村で存在する一方、

未受診者も含めた全対象者の受診リストがあ

ると回答したのは 53%に留まっていた。通常

検診の個別勧奨を行っているのは17市町村

であったが、その中でクーポン事業の再勧奨

を行っている 7市町村については、1市町村

で2009年及び2010年の受診率に変化がな

かったが、6市町村では2009年から 2010年

へ受診率の伸びが目立つ結果を得た。また、

通常検診の個別勧奨を行っていない 13 市



6 
 

町村中、クーポン事業の再勧奨を行ってい

る 4 市町村については、受診率の伸びがみ

られた2市町村が存在する一方、2市町村で

は逆に低下していた。また、通常検診の個別

勧奨を行っているものの、クーポン事業の再

勧奨は行っていない 8 市町村の受診率をみ

ると、2009 年から 2010 年にかけて 1 市町村

を除き現状維持または軽度上昇を示してい

た。 

3. 政令指定都市 横浜市・相模原市におけ

る子宮頸がん予防対策とそのアウトカム

についての研究概要（平原、沼崎、上坊、

岩田、金子、佐藤、元木、新井） 

子宮頸がん検診受診者における初診者

数は両市とも20歳代が73～74％，30歳代が

44～53％と若年者が高齢者に比較して高率

であり、無料クーポン券の配布が子宮頸がん

検診の受診のきっかけとなっている可能性が

考えられた。また両市とも無料クーポンが開

始された 2009 年度以降の検診受診率が増

加していた。しかし無料クーポン券の利用率

は、相模原市が 17～18％、横浜市が 21～

26％と低率であり、20 歳の利用率が相模原

市では6％前後、横浜市でも10～15％と、低

率であった。両市とも2009年度、2010年度と

伸びてきた女性特有のがん検診推進事業対

象者における受診率が2011年度で低下して

いた。しかし横浜市は大学生のピアサポータ

ーの活動により 20 歳、25 歳の 2012 年度の

受診率が上昇していた。HPV ワクチン公費

接種については、両市とも 2012 年度現在、

高校 3年生の接種率は約 80％と高かった。 

 

4. 子宮頸がん検診の若年受診者増加への

取り組み―2施設における平日検診と休

日検診の比較－（平原、時長、安藤、藏

本、佐藤、金子、元木） 

施設検診の休日検診では、平日と比較し

て若年受診者・不定期受診者が多く、要精

検率・頸がん（上皮内がん含む）発見率が有

意に高かった。バス検診の休日検診では、

平日と比較し不定期受診者は多かったもの

の、若年受診者が特別に多いということはな

く、結果として要精検率・頸がん（上皮内がん

含む）発見率に差を認めなかった。一方で、

両施設ともに全体として若年層および不定

期受診者で頸がん発見率が有意に高かっ

た。 

5. 女子大学生の子宮頸がん予防と行動に

関する研究－定点モニタリングのデータ

解析、2011 年度からの 3年間の比較－

（大重、坂梨、臼井、助川、新井） 

2011～2013 年度新入生の HPV ワクチン

認知度は、2011 年度 49.5％、2012 年度

64.4%、2013 年度 71.2%、ワクチン接種率は、

2011年度 5.4％、2012年度 13.5％、2013年

度 48.7％とそれぞれ増加傾向にあり、特に

2013 年度の新入生は公費助成対象者を含

むため接種率は飛躍的に増加した。子宮頸

がん検診の認知度は、2011 年度 78.9％、

2012年度 76.9%、2013年度 63.2%と低下して

いた。子宮頸がん検診の受診率はほとんど

の学生が 20 歳未満であり検診事業対象者

でないことから、2011 年度 3.2％、2012 年度

2.4％、2013 年度 4.9％と低い値にとどまった。

2011年度新入生の2年後の変化は、HPVワ

クチン接種率、子宮頸がん検診受診率とも

増加していた。 
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6. ソーシャルネットワークサイトを用いた若

年女性の子宮頸がん予防意識•行動調

査に関する研究（宮城、元木、佐藤、森

田、田栗、平原） 

SNS を利用した研究参加者リクルートの

方法として、FB広告とHP上のバナーを用い

た。2012年 7月〜2013年 3月までの期間に、

FB広告よりリクルートされた127名、横浜・神

奈川子宮頸がん予防プロジェクト HP よりリク

ルートされた 116 名の合計 243 名がウェッブ

サイト上でのアンケート調査を終了した。参

加者は、26 歳〜35 歳が全参加者の 67.9％

を占め、神奈川県の対象者人口 57.2％に比

較して有意に多かった。また、横浜市在住者

が58.8％（対象人口では40.4％）、高校卒業

より高い学歴を有する女性が78.2％（対象人

口では 47.3％）と有意に多かった。また、子

宮頸がん予防と関連した意識・行動としては、

研究参加者の 67.9％がヒトパピローマウイル

ス（HPV）を認知、79.8％がHPVワクチンを認

知、65.0％に子宮頸がん検診受診歴があっ

たが、HPV ワクチン接種率は 12.3％であっ

た。 

 

D. 考察 
神奈川県における 27 年間の地域がん登

録のデータによれば、子宮頸がんの罹患数・

死亡数について浸潤子宮頸がんは減少せ

ず、また上皮内がんは増加しており、全国同

様に 50 歳未満の女性での子宮頸がん罹患

率•死亡率の上昇が示された。「子宮がん（未

分類）」について、子宮頸がんであると再分

類できたものは 730 例中 92 例（12.6％）であ

ったが、法的な診療録の保存期間を過ぎた

ために照会不能となっていた症例が多く、今

後は子宮頸がんと体がんを区別した登録を

徹底する必要がある。 

自治体単位の子宮頸がん検診担当者へ

のアンケート結果からは、クーポン事業にお

ける再勧奨は行えても担当部署同士の連携

がとれていないことが、通常検診における未

受診者の再勧奨の実行を困難にしており、ク

ーポンに依らない未受診者に対する再勧奨

をすすめ、受診しやすさを実現するために行

政も含めたインフラの整備の必要性が示唆さ

れた。クーポンなど報奨が受診率向上に貢

献するというエビデンスは文献的に認められ

てはいないものの、無料クーポンのインパクト

による短期的検診受診率の増加効果の維持

に個別再勧奨が役立つ可能性を考慮すると、

現時点ではクーポン事業の継続が望ましい

と考える。特に若年層への働きかけは クー

ポン効果が減弱することを最小限に留める

可能性があり、Reminder & Recall の介入を

行政とのタイアップの上、受診率向上に対す

る直接効果を本邦で評価していく必要があ

る。 

横浜市と相模原市の行政検診の解析で

は、「女性特有のがん検診推進事業（いわゆ

るクーポン券）」は、対象者の検診受診率を

上げることに貢献しているが、対象者が今後

定期的に検診を受診することが重要である。 

検診受診率向上のためには、「女性特有の

がん検診推進事業」継続による受診の促進、

未受診者に対する呼びかけ、検診の環境整

備が重要と考えられる。横浜市ではピアサポ

ーターの活動が20歳代の無料クーポン券利

用率向上に寄与しており、市民活動の重要

性も示唆された。精検受診は検診の目的達

成のための重要なポイントであり、さらなる改

善が必要である。精検受診率向上のために

は、受診者に対する適切な通知と精検受診

の勧奨が必要である。HPV ワクチンは、定期

接種化前の公費接種で、極めて高い接種率
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を達成したものの、2013 年に問題が表面化

した副反応について、厚労省の審議会で検

討され情報公開もされてはいるが、更なる充

実と、新規導入ワクチンについては特に迅速

な情報公開が必要であると考えられた。 

横浜市立市民病院がん検診センターの

土曜検診では、平日と比較して若年受診者・

不定期受診者が多く、要精検率・頸がん発

見率も高かった。神奈川県予防医学協会の

休日検診では不定期受診者が多かったもの

の、若年受診者が特別に多いということはな

く、結果として要精検率・頸がん発見率は平

日と差を認めなかったことから、頸がん検診

受診を促すためには、休日検診を実施する

など受診環境を整えるのみならず、検診受

診動機を促すソーシャルマーケティング的な

戦略が必要であると考えた。 

2011 年度新入生の 2 年後の子宮頸がん

予防意識と行動の変化は、HPV ワクチン接

種率、子宮頸がん検診受診率とも増加して

いた。若年者の子宮頸がん予防の実現には、

HPVワクチンの接種普及とともに子宮頸がん

検診の周知も課題であることが明らかとなり、

学校での教育や医療機関からの正確な情報

の提供と、個別にアクセスしやすい相談窓口

の設置など包括的な社会医学的アプローチ

が重要と考えられた。様々な施策により若年

女性の子宮頸がん予防の認知度は上昇して

いると考えられるが、検診の重要性を浸透さ

せ定期受診率向上に導くにはさらなる対策

が必要である。 

SNS の調査研究への利用の試みからは、

この手法が現代社会に適合した費用対効果

の高い手法であると考えられた。目標数の神

奈川県に在住する 16歳〜35 歳の約 200 名

の女性が、SNS を通じて研究参加意志を表

明し、個人情報保護に十分に配慮したセキ

ュリティーの高いウェッブサイト上で、個人的

な事柄にも踏み込んだ調査研究に参加し、

約 15 分程度の時間を要するアンケートへの

回答を完了できたことは、本邦での今後の

SNS を用いた調査研究の様々な可能性を示

唆するものである。 

 

E. 結論 
本邦での効果的な子宮頸がん予防推進

のためには、受益者となる対象市民の行動

変容につながる環境整備を行う必要がある。

現在の子宮頸がん罹患率•死亡率の若年者

での増加を食い止めるには、検診未受診者

への受診勧奨、初回検診受診者が受診しや

すい検診の提供，行政や教育機関が連携し

た知識の啓発などを短期間で整備する必要

がある。また、子宮頸がんの検診受診率が

低いわが国では HPV ワクチンの導入によ

る効果が期待されていたが、2013 年 6 月

より定期接種による HPV ワクチンの接種

勧奨が副反応の精査のために中止されて

いるため、今回問題となっている副反応

に対する適切な情報提供と診療体制が構

築された上で、接種勧奨が再開されるこ

とが望まれる。 
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